
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

資料３－１

Ｈ30年度より開始する事項



Ｈ30年度より開始する事項

１．中小企業への支援策（案）

２．周辺工種への拡大
• ICT浚渫工（河川）
• ICT舗装工（ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装）
• 維持管理分野でのICT導入
（インフラの空間把握・法面工・舗装修繕）

• 官庁営繕分野でのICT導入

３．技術基準類のカイゼン
• 施工者の意見を受けた要領改正
（ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ搭載UAV等の起工測量の規定緩和）

• 新技術への対応（舗装工）
（移動型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ、ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）

1



2

②ニーズに沿った3次元設計データの提供等
・地方整備局技術事務所等によるサポート体制の充
実と3次元データの提供等の支援等

③ICTに関する研修の充実等
・３次元データの作成実習等の充実
・“専任”の明確化の再周知による、監理技術者等の

ICTに関する研修への参加しやすい環境づくり

○ i-Constructionを推進するためには、中小企業への展開が不可欠であり、中小企業において負担が大きい、ICTの
導入や人材育成等への支援が必要

○ 中小企業がICT施工を実施しやすい環境を構築するため、企業のICT実施状況を踏まえつつ、支援策を順次展開

（支援イメージ例）
3次元測量・設計データ作

成
ICT施工

従来 施工業者（外注含む） 施工業者

今回 地方整備局等 未経験企業等

3次元
データ

データ提供

１－１：中小企業への支援策（再掲）

④地方公共団体への支援
・モデル事業における補助金等の活用

①小規模土工等の実態を踏まえた積算へ改善
・中小企業がICTを活用しやすい環境を整備
・ICT施工の実態を調査し、小規模施工をはじめ実態を踏ま
えた積算が可能となるよう、ICT建機の利用割合を現場に
応じて設定できる積算に改善（従来、掘削工におけるICT
建機の利用割合は25%で一律）

ICTバックホウ

従来型バックホウ

ICTと従来型の建機による施工



１－２：小規模土工等に対応する積算上の対応

○ 小規模土工を中心にICT機械の使用割合が高い傾向にあり、現行の積算基準で設定しているICT
建機使用割合（25%）を超える工事が相当数存在

○ 施工状況等により使用割合が大きく変化していることから、ICT施工を普及拡大する観点も踏まえ、
当面の措置として積算要領を改定し、ICT建機の稼働率を用いた施工数量による変更積算とする
H30.1.31 室長名で発出 H30.2.1以降に入札契約手続きを開始する工事から適用

○ 引き続き、最新の施工実態を把握し、より実態を踏まえた積算への改善を検討
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（N=76）

現行

積算基準の使用割合を超過
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１－２：小規模土工等に対応する積算上の対応

現状の対応
施工
タイプ 積算 備考

通常
施工 通常歩掛(通常建機100%)×施工土量

ICT
施工

ICT歩掛(ICT建機25%＋通常建機75%)
×施工土量

ICT建機の使用実
績による精算変更
なし

対応の変更
施工
タイプ 積算 備考

通常
施工 通常歩掛(通常建機100%)×施工土量

ICT
施工

ICT歩掛(ICT建機100%)×施工土量α
＋
通常歩掛(通常建機100%)×施工土量β

αとβは実態(実績)
に合わせて設定
（精算）

※H30.2の発注工事から、精算対応を開始

○ 従前は、契約数量全量について、数量総括表上「掘削（ICT）」という細別で積算
○ 数量総括表上、ICT建機を用いない「掘削」と、全量ICT建機を用いる、「掘削（ICT）［建機使
用割合100%］」に分割して積算。２つの細別の土量の割合を実態に合わせて精算
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１－２：小規模土工等に対応する積算上の対応

○ ICT建機稼働率を以下のイメージのように受注者が提出する稼働実績資料で確認可能な場合
→全施工数量に ICT 建設機械稼働率を乗じた値「掘削（ICT）［ICT建機使用割合100%］」

の施工数量とする。
○ ICT建機稼働率を確認できない場合は、 ICT建機稼働率は25％とする。
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２－１：①ICT浚渫工（河川）の概念

6

測量

検査官

OK

設計・
施工計画

施工 検査
i-Construction
ＩＣＴ施工（浚渫工）

施工と検測を繰り返して整形

③ＩＣＴ建設機械による
施工

④検査の省力化①音響測深による起工測量 ②ＩＣＴ浚渫工の３次元測量ﾃﾞｰﾀ
による設計・施工計画

船舶等に搭載した音響測深機器
（ナローマルチビーム等）により、
短時間で面的（高密度）な３次元
測量を実施。

起工測量による３次
元測量データ（現況
地形）を活用し、設
計図面との差分か
ら、施工量を自動算
出。

３次元設計データ等により、
ICT建設機械を自動制御し、
建設現場のIoT（※）を実施。

ＩＣＴ建設機械の施工履歴
データを活用した検査等に
より、出来形の書類が半減、
品質管理に必要な物理検査
の項目が激減。

測量
設計・
施工計画

検査従来方法

平面図 縦断図

横断図

設計図から施工量を算出

施工

① ②

③

④
これまでの
情報化施工

・重機の日当たり
施工量約1.1倍
・作業員 約3/4

３次元
データ作成

２次元
データ作成

レッド測深による起工測量 レッド測深による出来形確認
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２－１：②出来形管理基準等の技術基準類改訂方針

出来形管理の計測方法をレッド測深に加えてマルチビーム等の点群ﾃﾞｰﾀを採用
従来の抽出検査から面管理（全数検査）を導入するにあたり、施工実態調査により全数
管理に相応の規格値を定める必要がある。
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No.1

No.2

No.3

評価密度：上図

20m

5m
1m

1m

規格値
• 基準高（個々の測定値）

：+200mm
幅 ：-200mm

• 延長：-200mm

評価密度：上図（設計浚渫範囲内）

規格値（幅、延長は省略）
• 基準高：平均：+200mm

個々の測定値+○mm

• 現行の施工管理で仕上げられた河床の
面的な形状の実態から規格値を緩和

評価密度100倍

抽出管理 全数管理

許容されて
いた掘り残し

掘り残しを踏まえ
て許容する必要



【対象工事及び発注方式】

・発注方針はICT土工と同様以下の通り。ただし、工事内容や地域の実情等を考
慮。
・発注者指定方式（工事成績で加点）
・施工者希望Ⅰ型（総合評価・工事成績で加点）
・施工者希望Ⅱ型（契約後の協議により実施、工事成績で加点）

• 発注者指定型：バックホウ浚渫を含む本官発注

• 施工者希望Ⅰ型：バックホウ浚渫を含む一定土量以上の分任官発注

• 施工者希望Ⅱ型：バックホウ浚渫を含む一定土量未満の分任官発注

２－１：③ＩＣＴ浚渫工（河川）の発注方針（案）

【暫定積算基準の設定】

①新たに追加等する項目

・ICT機器のリース料 （従来建機からの増
分）、ICT建機の初期導入経費
②従来施工から変化する項目

・補助労務の省力化に伴う構成人員減、効
率化に伴う日あたり施工量の増
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標準

ICT浚渫工

・日当たり施工量×○
→労務費減
・ICT導入経費○（千円/日）
→機械経費増

・初期費（○千円）
・3次元測量（○千円）
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測点間隔
８０ｍ毎

□ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装で未整備の面管理に対応した「出来形管理基準」 を整備

• 既存の出来形管理基準では、所要の管理密度で基準高、幅、厚さを測定し評価

• 新基準では、既に整備されているｱｽﾌｧﾙﾄ舗装同様に、施工前後の竣工形状を地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰ
で面的に計測して得られる2層の点群ﾃﾞｰﾀの標高差で評価される厚さと、設計厚さとの差分で評価

＜管理項目と規格値（表層の例）＞
• 厚さ（10個平均） －2mm＠1000m2

• 厚さ（全計測値） －7mm＠1000m2

• 幅 －25mm以上＠80m

＜管理項目と規格値（表層の例）＞
• 厚さ（平均） － 2mm＠1m2

• 厚さ（全計測値） －〇mm＠1m2

• 幅 － （厚さ不足で代替管理できるため）

面管
理

２－２：①ICT舗装工（ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装への拡大 等）



２－３：①社会インフラの空間把握による維持管理高度化

ロボットが、短時間に大量
で精細な点検画像を取得

①ﾛﾎﾞｯﾄによる点検記録 ③専門家による診断

専門家による目視・打
音、周辺環境等を踏ま
えた総合的診断

④点検・診断結果の蓄積

3Dﾓﾃﾞﾙ上の正確な位置に、
写真と診断結果を蓄積

②人手での調書作成

ロボットの点検記録から
人手で損傷写真を抽出
人手で調書作成

今年度中に3次元納品基準を定め、平成30年度から、維持管理における点検結果等に関する3次元デー
タの納品を可能とする。なお、基準は、ロボットの点検等による維持管理の高度化も見据え、3次元的に正
確な位置情報を付した変状等の記録を3次元モデルを介して蓄積することを見据えた内容で構成
今後、AI等による変状検知機能を組み合わせ、「人手」で行っている点検記録写真の整理等について実現
し、格段に効率的な公物管理の実現を目指す。
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ﾎﾟﾘﾗｲﾝ

損傷範囲

策定すべき主な基準類（素案）
3次元成果品納品ﾏﾆｭｱﾙ

写真の位置情報の付与ﾙｰ
ﾙや、視認性確保のための
3次元ﾓﾃﾞﾙ上での表現方法

写真に対する損傷の種類・
位置の表現方法

業務の実施方針

従来手法の点検を
実施したうえで、既
に点検記録としての
性能の確立している
点検ロボットを利用
した点検記録作成を
実施し、3次元データ
で成果品を納品

教師データ
の整備

技術開発

土木技術者による
正しい判断の蓄積

■漏水
■鉄筋露出

将来

AIによる損傷抽出と区分の自動判別



２－３：②ICT法面処理工

測量

発注者

OK

設計・
施工計画

施工 検査i-Construction

③ICT建設機械による施工 ④検査の省力化①ﾄﾞﾛｰﾝ等による３次元測量 ②3次元測量ﾃﾞｰﾀによる
設計・施工計画

ドローン等による写真測量等
により、人の立ち入れない危
険な急傾斜も短時間で面的
（高密度）な３次元測量を実施。

3次元測量結果を用いた任
意の断面における安定計
算に基づく設計照査。設計
変更に基づく数量変更

３次元設計データ等により、法
面ｱﾝｶｰを自動制御し、建設現
場のIoT（※）を実施。

ドローン等による３次元測
量を活用した検査等によ
り、出来形の書類が不要と
なり、検査項目が半減。

※IoT（Internet of Things）とは、様々なモノにセ
ンサーなどが付され、ネットワークにつながる
状態のこと。

S＝○㎡

３次元設計データ等
を通信
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策定すべ
き主な基
準類（素
案）

出来形管理基準（面管理基準）

• 法長（＞-100mm）
• 延長（設計以上）
• 厚さ（＞-20mm）

S＝○㎡

• 面積（＞-○％）
• （延長、法長の代替）
• 厚さ（＞-○mm）
（※）面管理につき緩和

出来形管理要領

※法枠中心間隔 ※ｱﾝｶｰ偏心 ※せん坑角深さ

機械座標
情報から
全数管理

進め方：H31年度中の基準類整備を目指し、H30年度は技術の試行的導入を行う。

※点群ﾓﾃﾞﾙからｱﾝｶｰｷｬｯﾌﾟ自動認識→自動計測



２－３：③ICT舗装工の修繕分野への拡大

測量 検査i-Construction

③MC路面切削 ④検査の省力化②ICT土工の３次元測量
ﾃﾞｰﾀによる設計・施工計画

ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ等により、短
時間で面的（高密度）な３
次元測量を実施

3次元設計データと事前測量
結果の差分から、施工量を自
動算出。

３次元設計データ等により、
ICT建設機械を自動制御

IoTにより施工しながら記録
・ｾﾝｻｰによる地盤反力測定

①ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ等で
事前測量

発注者

OK

自動算出

設計・
施工計画

施工

車道部

歩道部

測量機

計測イメージ（断面図）

施工時強
度が弱い

進め方：H31年度中の基準類整備を目指し、H30年度は技術の試行的導入を行う。

策定すべき主な基準類（素案）

出来形管理基準（面管理基準）品質管理基準 施工時強
度が弱い

・ICT舗装工でｺｱ抜き厚さ
計測を省略できても、密
度管理のためのｺｱ抜きが
省略できない

ICT振動ローラの「加
速度応答値」等施工
履歴を活用した非破
壊検査技術により密
度管理を代替する。

・厚さ（＞-7mm）
・幅

@40m

@1㎡
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・標高較差
or厚さ
（＞-○mm）
（※）面管理
につき緩和

（※）工種：
路面切削工
切削ｵｰﾊﾞｰﾚｲ工

（※）工種：表層等

・平坦性（σ<2.4mm）
3.0mﾌﾟﾛﾌｧｲﾙﾒｰﾀ
・平坦性（σ<○mm）
ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ面計測



２－４：営繕分野でのICT等の導入

進め方：
・平成30年度に施工BIMを試行的導入。平成30年度中にBIMガイドラインを改定（予定）
・平成30年度も引き続き施工合理化工法の提案を積極採用（H29.12工事成績評定要領の運用改定済）

生産性向上 設計 施工計画 施工 検査

④ 工事関係書類の
簡素化

③ 「施工合理化技術」の導入
及び工程管理の改善

・電子小黒板等の
ICTを活用し、
工事関係書類の
作成手間を削減

① 「施工合理化技術」を
反映した設計

・プレキャスト等の採用により
現場作業の生産性を向上

プレキャストの例

② 建築生産に携わる
多様な関係者間の
遅滞ない合意形成 ・「現場作業」から「ユニット化」へ

・「人の作業」から「自動化施工」へ

鉄筋先組工法 溶接ロボット

・ ASP※1等の活用による
情報の一元管理

・ BIM※2等の活用による
遅滞ない合意形成

※1 Application Service Provider の略
※2 Building Information Modelingの略

出典：施工者のための電子小黒板
導入ガイド（日建連）

※ 例：建築工事適正工期算定プログラムVer2 （日建連）

・工期算定プログラム等※の活用
・週休2日工事のモニタリングの実施

■ H30に整備すべき基準
類 BIMガイドライン（改定）
・施工段階のBIMの記載を
充実し、BIMモデル承認、
BIMモックアップ、BIM施工
図等の導入を促進

■既にH29から開始した生産性向上の取組（H30/3/6時点）
・工事成績評定要領の運用改定 H30.1から適用
・電子納品要領等4基準の改定 H30.4から適用
・工期算定プログラムver.2.0等の活用
・週休２日工事のモニタリングを実施 7工事で実施中
・遅滞ない設計意図伝達 H29.10以降継続中
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３－１：施工者の意見をふまえた要領改正

□例：無人航空機搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理要領（案）
• 機器の精度確認試験を、絶対座標の精度評価ではなく、再現性の精度の確認とした。
• 現地での精度確認手法が出来形管理に要求される精度の確認だった。
→伐採前測量等よりニーズの高い「起工測量」の要求精度確認の規定の追加

調整用基準点による水平・標高の精度の点検水平位置・標高検証点を用いた精度確認試験

各調整用基準点における較差

出来形計測 50mm以内
起工測量 ○mm以内
出来高計測○mm以内
【緩和規定を追加】

検証点の座標
計測不要

往路・復路計測の
再現性を確認

□例：TS等光波方式を用いた出来形管理要領（土工編）
• 機器の仕様規定が、仕様に合わない新技術の参入を妨げていた
→機器の精度確認ﾙｰﾙの新設し、仕様規定に依らなくても利用できるようにした
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精度確認手法ｲﾒｰｼﾞ

既知点 検証値

最大距離

一般的なTS
（国土地理院が
級別認定）

望遠鏡がない等の国土地理院
未認定機器の活用を許容

例）望遠鏡を搭載しない
光波方式の計測機器

例）1秒精度で計測
できるTS



３－２：新技術への対応

□例：地上移動体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理要領（案）
• 特に舗装工において地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰの盛替えが手間だという意見が多くあった
→自己位置を高精度に定位でき、移動しながら計測できる計測技術の導入
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自動追尾TSで自己位置を定位し
ながらレーザースキャナーで計測

TLSと手押しTLSの比較（時間短縮効果）

新技術におけるもっとも
不利な計測状況で計測

例えば300m
移動中

検証点

精度確認手法イメージ



港湾におけるICT活用拡大方針（案）
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○ ICT浚渫工のさらなる推進

・ICT浚渫工（測量のみ）の本格運用
（WTO、A等級は、「発注者指定型」。B、C等級は「施工者希望型」）

・ICT浚渫工（施工のICT化）のモデル工事の実施

○ ICT活用事業の拡大

・ICTを活用した基礎工（投入・均し）、ブロック据付工の
モデル工事の実施

・各種要領(案)の作成

○ CIMの活用
・桟橋等を対象にCIMを活用した設計業務の実施

・CIM導入ガイドライン（港湾編）(仮称）の作成

○ 監督・検査の省力化 ・ICTを活用した監督・検査方法の検討

fukuda-s22ab
四角形

kubo-k22ac
スタンプ



測量 設計
施工計画

施工

①３次元測量

・マルチビームによる３次元
データの作成

②３次元データの活用
・現況地形の３次元データから

施工数量を自動算出

③施工への３次元データ活用

・水中施工箇所の可視化による施工の
効率化

・工事の出来形測量にマルチビームを
活用

④工事完成検査
・３次元データを活用した電子検査
・完成状況の可視化

■ICTの全面的な活用（浚渫工事）

維持管理

【３次元測量】

３次元測量により詳
細な海底地形を把握

【３次元データを活用した電子検査】

３次元電子検査

【水中施工箇所の可視化】

○施工後○施工前【施工箇所の可視化】

検査

ICT浚渫工のさらなる推進
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① ３次元起工測量

起工測量（水深測量）において、「マルチビーム」
により、測量を行う。

『ICT浚渫工』の取組み方針（案）の実施イメージ

④ ICTを活用した施工

①により得られた３次元データを用いて、ICTを活用した施工を行う。

グラブバケットやカッターヘッドの位置と目標浚渫位置をリアルタイムで可視
化し、オペレータを誘導、または機器を自動制御する技術を用いて施工を行う。

② ３次元数量計算

設計図書を用いて、３次元設計データの
作成を行い、このデータと、①により得られ
た３次元データを用いて数量計算を行う。

③ ３次元出来形測量

浚渫工が完了した後、「マルチビーム」を
用いた水深測量（出来形測量）を行い、出
来形管理を行う。

⑤ ３次元データの納品

③により確認された３次元施工
管理データを、工事完成図書とし
て納品する。

※ 【モデル工事】⇒【関連要領類(案）の整備】、 【試行工事】⇒【関連要領類の検証・改定】⇒【本格運用】

⑤点検等への活用

・完成時の３次元データを元に
経年変化等の確認に活用

・埋没経過状況の把握

fukuda-s22ab
四角形



測量 設計
施工計画

施工

①３次元測量

・マルチビームによる３次元
データの作成

②３次元データの活用

・現況地形の３次元データから
施工数量を自動算出

③施工への３次元データ活用

・水中施工箇所の可視化による施工の
効率化

・工事の出来形測量にマルチビームを
活用

④工事完成検査

・３次元データを活用した電子
検査

・完成状況の可視化

■ICTの全面的な活用（浚渫工事）

維持管理

⑤点検等への活用

・完成時の３次元データを元に
経年変化等の確認に活用

・埋没経過状況の把握

【３次元測量】

３次元測量により詳
細な海底地形を把握

【３次元データを活用した電子検査】

３次元電子検査

【水中施工箇所の可視化】

○施工後○施工前【施工箇所の可視化】

検査

ICT活用事業の拡大
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① ３次元起工測量

起工測量（水深測量）において、「マルチビーム」
により、測量を行う。

『ICT基礎工・ブロック据付工』の取組み方針（案）の実施イメージ

④ ICTを活用した施工

①により得られた３次元データを用いて、ICTを活用した施工を行う。
捨石投入船・据付用ブロックの位置や目標投入位置等をリアルタイムに可視化
し、オペレータを誘導、または機器を自動制御する技術を用いて施工を行う。

② ３次元数量計算

設計図書を用いて、３次元設計データの
作成を行い、このデータと、①により得られ
た３次元データを用いて数量計算を行う。

③ ３次元出来形測量

工事が完了した後、マルチビーム、UAV、
レーザスキャナを用いた出来形測量を行い、
出来形管理を行う。

⑤ ３次元データの納品

③により確認された３次元施
工管理データを、工事完成図書
として納品する。

※ 【モデル工事】⇒【関連要領類（案）の整備】

fukuda-s22ab
四角形


